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中野市 総務部 企画財政課 



１ 売却物件 

  売却物件は次のとおりとする。 

  土 地 

所在地 地目 地積 

中野市大字草間字中原 1501 番１ 宅地 2,678.00 ㎡ 

 

建 物（未登記） 

区分 構造 延面積 建築年 

保育所 鉄骨造カラー鉄板葺平家建 1,048.52 ㎡ S51 

 

最低売却価格  １，６００，０００円 

※ 詳細は７頁のとおり 

 

２ 入札参加の申込 

入札参加資格 

次に掲げる事項に該当する場合は、入札申込及び入札に参加することはできません。 

※ 本入札は個人、個人事業主又は法人を対象としています。 

⑴ 市税等を滞納している者 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当する当該入

札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

⑶ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の３第１項の規定に該当する公有財産に関

する事務に従事する市の職員 

⑷ 次の各号の一に該当する者で、その事実があった後、３年を経過していない者。その者を

代理人、支配人、その他の使用人又は入札代理人として使用する者 

ア 本市との契約の履行にあたり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若

しくは数量に関して不正の行為をした者 

イ 本市が実施した競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な

価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るため連合した者 

ウ 落札者が本市と契約を締結すること又は本市との契約者が契約を履行することを妨げた 

   者 

エ 地方自治法第 234 条の２第１項の規定により本市が実施する監督又は検査にあたり職員

の職務の執行を妨げた者 

オ 正当な理由がなくて本市との契約を履行しなかった者 

カ 前各号のいずれかに該当する事実があった後、３年を経過していない者を契約の履行に

あたり代理人、支配人、その他の使用人又は入札代理人として使用した者 

 ⑸ 宗教活動・政治活動のために利用しようとする者 

 ⑹ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第

１項各号に掲げる風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業並びにこれらに類
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する営業の用に供する者 

 ⑺ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号

から第６号までに該当する者 

 ⑻ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第２条に規定する廃棄物

を処理するための用に供する者 

⑼ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）に基づ

く処分の対象となっている団体又はその構成員 

⑽ 会社法（平成 17 年法律第 86号）第２条第３号及び第４号に規定する親会社と子会社又は

親会社を同じくする子会社同士の関係にある者が、同物件に対し申込みする場合 

⑾ 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている者が、同物件に対し申込みする場

合 

⑿ 市長が買受けの申込みを不適当と認める者 

 

一般競争入札参加申込書の提出場所・期間等 

  ⑴ 提出期間 

    令和８年７月 27 日（月）から令和８年９月 11 日（金）まで 

    土曜日、日曜日、祝日を除く午前９時から午後５時まで受付 

    （企画財政課管財係必着） 

  ⑵ 提出場所 

    中野市役所本庁舎４階企画財政課管財係 

    〒383-8614 長野県中野市三好町一丁目３番 19 号 

（電話番号 0269-22-2111） 

  ⑶ 提出書類（提出された書類は返却しません。） 

    一般競争入札参加申込書兼受付済書（10 頁） 

   （添付書類） 

 個人 法人 

① 誓約書（11 頁） ○ ○ 

② 個人情報取扱に関する同意書（12 頁） ○ ○ 

③ 住民票 ○ － 

④ 履歴事項全部証明書 － ○ 

⑤ 納税証明書 
○ 

(住所を有する市町村税) 

○ 

(本社所在地の市町村税) 

⑥ 利用計画書（任意様式） ○ ○ 

※ 証明書は発行から３か月以内のものとする。 
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※ 共有名義の場合は、連名での申込みとし、添付書類は全員分を添付すること。 

⑷ 提出方法 

    直接持参又は郵送（郵送の場合は書留等の差し出した記録が残る方法によること。） 

    期限までに定められた方法で書類を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者

は、この入札に参加することができません。 

  ⑸ 入札参加資格の確認 

    提出された書類を確認し入札参加資格があると認めた方には、一般競争入札参加申込書兼

受付済書に受付印を押印した写しを令和８年９月 18 日（金）までに送付します。 

  ⑹ その他 

    入札が終了するまで入札参加人数をお知らせすることはできません。 

 

３ 入札及び開札 

   入札については、入札書を企画財政課管財係へ郵送（書留又は簡易書留）又は持参による提出方

法で行います。郵送及び持参のいずれにつきましても、提出期間は以下のとおりです。 

⑴ 入札書提出期間 

    令和８年９月 24 日（木）から令和８年 10 月２日（金）午後５時まで 

（企画財政課管財係必着） 

  ⑵ 開札日 

    令和８年 10 月５日（月） 

  ⑶ 入札書 

    14 頁の入札書を使用してください。 

  ⑷ 委任状 

代理人が入札書を持参する場合や法人で代表権のない方が参加する場合は、13 頁の委任状

を使用し、参加申込者本人の印鑑証明書（発行から３か月以内のもの）を添付してください。 

    共有による申込みの場合は、代表者を除く他の共有者全員から、代表者宛の委任状を作成

し、各共有者の印鑑証明書（発行から３か月以内のもの）を添付してください。 

  ⑸ 印鑑 

    一般競争入札参加申込書兼受付済書に押印した印鑑を使用してください。代理人が入札す

る場合は、委任状に押印した代理人使用印を使用してください。この場合、委任者の印鑑は

不要です。 

  ⑹ 入札の辞退 

    入札を辞退する場合は、令和８年 10 月２日（金）の午後５時までに企画財政課へ辞退の旨、

書面（任意様式）を直接持参し、又は郵送（期限までの必着に限る。）して提出してください。 

 入札の注意事項 

  ⑴ 入札書の記入は、黒のペン又はボールペンを使用してください。 

  ⑵ 入札書には、入札者の住所・氏名（法人の場合は所在地・法人名・代表者名、共有名義の場

合は全員の住所・氏名）を記入のうえ、一般競争入札参加申込書兼受付済書に使用した印を押

印してください。 
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  ⑶ 金額の記入は、算用数字で記入し、はじめの数字の前に「金」又は「￥」の文字を記入して

ください。 

  ⑷ 代理人が入札する場合は、入札書に入札者の住所・氏名（押印不要）を記入するとともに、

代理人氏名を記入のうえ、委任状に押印した代理人使用印を押印してください。 

  ⑸ 理由のいかんに関わらず、提出した入札書の書換え、交換、撤回は認めません。 

入札の無効 

  次のいずれかに該当する入札書は無効となります。 

  ⑴ 一般競争入札参加資格の無い者がした入札書 

  ⑵ 同一人がした２通以上の入札書 

  ⑶ 入札者が協定して入札した入札書 

  ⑷ 金額その他記載事項が明らかでない入札書 

  ⑸ 金額を訂正し又は記入押印を欠いた入札書 

  ⑹ 誤字、脱字等により意思表示が明確でない入札書 

  ⑺ 一般競争入札に際し不正をした者の入札書 

  ⑻ 入札書に必要な事項を記載しなかった者がした入札書 

  ⑼ 代理人で代理権の確認を受けていない代理人がした入札書 

  ⑽ 前各号に掲げるもののほか、入札条件に違反して入札した入札書 

 

４ 落札者の決定 

 落札者の決定 

  最低売却価格以上で、最高の価格をもって入札した者を落札者とします。ただし、最高の価格

が同額の場合、入札事務に関係の無い職員に「くじ」を引かせ落札者を決定します。 

 落札者の発表 

 落札者が決定したときは、落札結果及び落札金額を入札参加者に通知します。 

 

５ 契約の締結及び契約保証金の納付 

 契約締結 

  落札者は、落札決定の日の翌日から起算して、５日以内（５日目が閉庁日の場合には、翌開庁日

とします。）に、普通財産売買契約書（15 頁から 19 頁まで）により契約を締結しなければなりま

せん。 

  落札者が売買契約を締結しない場合は、落札はその効力を失い、入札保証金として入札額の５％

に相当する額を納付いただくことになります。 

  売買契約の名義は落札者とし、変更はできません。 

  契約書に貼付する収入印紙、その他契約の締結及び履行に関して必要な一切の経費は、落札者

の負担となります。 

 契約保証金の納付について 

  落札者は、売買契約の締結と同時に、契約金額の 10％以上の額を市が発行する納入通知書によ

り納付しなければなりません。なお、振込に係る手数料は落札者負担となります。 
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  契約保証金は、売買代金全額が納付された後、落札者に返還します。ただし、落札者の申し出に

より、返還すべき契約保証金を売買代金の一部に充当することができます。 

落札者は、契約保証金を納付した日からその返還を受ける日までの期間の利息の支払を請求す

ることはできません。 

 

６ 売買代金の支払 

  落札者は、令和８年 11 月４日（水）までに、売買代金全額（契約保証金を充当する場合には、

その額を除いた額）を市が発行する納入通知書により納付しなければなりません。なお、振込に

係る手数料は落札者負担となります。 

  売買代金全額が期限までに納付されなかった場合は、売買契約は解除され、契約保証金は返還 

されません。 

 

７ 建物の表題登記等 

  売却物件の建物は未登記のため、市の負担において、表題登記及び所有権保存登記を行います。 

 なお、本売却案内書に記載する情報と表題登記における登記記録の表示に差異が生じる場合が 

あります。また、それに伴う売買代金の変更等は行わないものとします。 

 

８ 引渡しと所有権の移転 

  売買代金全額が納付されたときに所有権を移転し、現状のまま物件を引き渡します。 

  所有権移転登記は市で行います。所有権移転登記に必要な登録免許税は落札者の負担となりま 

すので、必要となる金額の収入印紙をお届けください。その他履行に関して必要な一切の費用は 

落札者の負担となります。 

  落札者は、物件の所有権移転登記完了前にその物件に係る一切の権利義務を第三者に譲渡する 

ことはできません。 

 

９ その他 

 ① 入札は、市の都合により延期又は中止することがあります。 

 ② 質問受付及び回答 

・提出期間 令和８年７月 27 日（月）から令和８年９月４日（金）まで 

・提 出 先 企画財政課管財係 

ＦＡＸ 0269-26-0349 

         電子メール kanzai@city.nakano.nagano.jp 

   ・質 問 書 任意様式に件名「旧中野市高丘保育園質問書」とし、次を記載してください。 

提出者の所在地、団体名又は名称、代表者氏名、連絡先担当者氏名・電話番 

号・ＦＡＸ番号・電子メール、質問項目と質問内容 

   ・提出方法 ＦＡＸ又は電子メールにより送信すること。なお、送信後、市へ着信の確認を

してください。 

   ・回答方法 随時、市ホームページに掲載します。 
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 ③ 売却物件の引渡しは現状のまま行います。 

 ④ 建物建築にあたっては建築基準法、県・市の条例等により指導されることがあります。 

 ⑤ 売買契約締結時から売却物件の引渡しの日までの間において、市の責めに帰すことができな

い理由により、売却物件の滅失、毀損等の損害が生じても売買代金の減額若しくは損害賠償の

請求又は契約の解除をすることはできません。 

 ⑥ 売買契約締結後、売却物件に数量の不足その他契約の内容に適合しないことを理由として、

履行の追完の請求、売買代金の減額、損害賠償の請求及び契約の解除をすることはできません。 

⑦ 所有権の移転後、固定資産税及び不動産取得税等が課税されます。 

⑧ 条件の変更があり得ますので、市ホームページを注視していてください。 

 ⑨ 売却物件の活用に当たっては、法令等を遵守してください。 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先  

 

中野市 総務部 企画財政課 管財係 

〒383-8614（中野市役所専用）長野県中野市三好町一丁目３番 19 号 

電話番号 0269-22-2111（内線 222） 

ＦＡＸ 0269-26-0349 

電子メール kanzai@city.nakano.nagano.jp 
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物 件 調 書 

物件番号４：旧中野市高丘保育園 

所在地 中野市大字草間字中原 1501 番１ 

土

地 

面積 2,678.00 ㎡ 
地目 宅地 

実測面積 2,678.00 ㎡ 

登記簿記載

事項 

所有権に係る権利（甲区） 所有者 中野市 

所有権以外の権利（乙区）  

建

物 

面積 1,048.52 ㎡ 構造等 保育所 鉄骨造カラー鉄板葺平家建 

附属建物等 有 

登記簿記載

事項 

所有権に係る権利（甲区） 所有者 未登記 

所有権以外の権利（乙区） 無 

都市計画 非線引都市計画区域 

用途地域 － 

建ぺい率 60％ 

指定容積率 200％ 

埋蔵文化財包蔵地 区域内 

接面道路 西側：市道草間８号線、北側：市道草間 15 号線 

現況及び従前の利

用状況 

現況 旧中野市高丘保育園 

従前 中野市高丘保育園 

供給処理施設 

 施設の設備状況 接続可否 

電気 有 可 

上水道 有 可 

ガス 無 否（プロパン設置可） 

下水道 有 可 

交通機関 

（現地からの直線距離） 
ＪＲ飯山線 立ヶ花駅 西へ約 2.0km 

公共施設 

（現地からの直線距離） 

市役所等 中野市西部文化センター 東へ約 2.0km 

小中学校 
中野市立高丘小学校 

中野市立中野平中学校 

南へ約 0.2km 

東へ約 3.1 ㎞ 

保育所 私立高丘さつきこども園 南へ約 0.2km 

その他事項 

・ 現状有姿のままでの引渡しとなります。必ず入札参加希望者ご自身において、

現地及び諸規制についての調査確認を行ってください。なお、物件調書等と現況

が異なる場合は、現況を優先します。 

・ 売却物件の利用に関する法令等諸手続きについては、落札者が関係者・関係機 

関と協議を行ってください。 

・ 売却物件のアスベスト調査、耐震診断、建物状況調査、地下埋設物調査、地盤

調査及び土壌調査は行っておりません。 

・ 売却物件には、建物に付帯する設備、倉庫、フェンス、遊具、植木その他造作

物等を含みます。 

・ 敷地内に電柱（２本）があります。 

7



物件番号４：旧中野市高丘保育園  

位置図 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

地形図 
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物件番号４：旧中野市高丘保育園 

建物平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件写真
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一般競争入札参加申込書兼受付済書 

 

令和  年  月  日  

 

中野市長 あて 

 

入札申込者 

(法人の場合は所在地、法人名及び代表者名) 

                      〒 

住所 

氏名
ふりがな

              

電話番号 

（担当連絡先        ） 

ＦＡＸ 

メール 

 

  

下記市有財産売払いの一般競争入札に参加したいので、関係書類を添えて申し込みます。 

 

記 

 

物件番号 物件名 所在地 最低売却価格 

４ 旧中野市高丘保育園 中野市大字草間字中原 1501 番１ 1,600,000 円 

 

添付書類：誓約書、個人情報取扱に関する同意書、住民票（個人の場合）、履歴事項全部証明書

（法人の場合）、市町村税の納税証明書、利用計画書（任意様式） 

 

 

 

 

 

※ 共有名義で申し込む場合は、全員分の住所、氏名を記載 

のうえ、それぞれ押印してください。また、添付書類も同 

様とし、全員分提出してください。 

申込みを受け付けた場合には、本書に受付印を押印した写 

しを令和８年９月 18 日（金）までに送付します。

受付印 

10



誓 約 書 

 

 私は、中野市が実施する市有財産売払いの一般競争入札の参加申込にあたり、下記事項に該当す

る者でないことを誓約します。 

 これらが事実と相違することが判明した場合には、当該事実に関して貴市が行う一切の措置につ

いて異議の申し立てを行いません。 

 なお、入札参加資格確認のため、貴市が長野県警察本部に照会することについて承諾します。 

 

記 

 

１ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する当該入札に係る 

契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

２ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第238条の３第１項の規定に該当する公有財産に関する事務 

に従事する市の職員 

３ 過去３年間、地方自治法施行令第167条の４第２項各号に掲げられた者に該当する者 

４ 宗教活動・政治活動のために利用しようとする者 

５ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項各号 

に掲げる風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業並びにこれらに類する営業の用 

に供する者 

６ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号から第 

６号までに該当する者 

７ ７のいずれかに該当する者の依頼を受けて入札に参加しようとする者 

８ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２条に規定する廃棄物を処理す 

るための用に供する者 

９ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）に基づく処分の 

対象となっている団体又はその構成員 

 

なお、入札に際し、売却案内書及び現場を確認のうえ参加しますので、後日これらの事柄につい

て、中野市に対し一切の異議及び苦情を申し立てません。 

 また、落札した物件の利用に当たっては、契約条項、法令上の規制を遵守します。 

 

令和  年  月  日 

 

中野市長 あて 

(法人の場合は所在地、法人名及び

代表者名)                   (法人の場合は所在地、法人名及び代表者名) 

住所 

 

氏名               ㊞ 

 

 

 

 ※ 共有名義で申し込む場合は、申込人ごとに提出してください。 
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個人情報取扱に関する同意書 

 

 私は、中野市が実施する市有財産売払いの一般競争入札の参加申込にあたり、次の事項に同意し

ます。 

 

１ 住所・氏名、電話番号等を一般競争入札参加者情報として登録すること。 

 

２ 落札決定した時は、落札金額を公表すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

中野市長 あて 

 

 

(法人の場合は所在地、法人名及び代表者名) 

住所 

 

氏名               ㊞ 

 

 

※ 共有名義で申し込む場合は、申込人ごとに提出してください。 
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委 任 状 

 

令和 年 月 日  

 

中野市長 あて 

 

入札申込者（委任した者） 

（法人の場合は所在地、法人名及び代表者名） 

                        〒 

住所 

氏名             ㊞ 

電話番号 

 

 私は、中野市が実施する下記市有財産売払いの一般競争入札に参加するにあたり、次の者を代理

人と定め、入札に関する一切の権限を委任します。 

 

記 

 

物件番号 物件名 所在地 最低売却価格 

４ 旧中野市高丘保育園 中野市大字草間字中原 1501 番１ 1,600,000 円 

 

 添付書類：入札申込者の印鑑証明書 

 

代理人（委任された者） 

〒 

住所 

氏名
ふりがな

              

電話番号 

 

 

 

 

 

【注意事項】 

 ・ 添付書類の印鑑証明書は、発行から３か月以内のものとしてください。 

 ・ 代理人使用印欄に、代理人が使用する印鑑を押印してください。入札書には必ずこの使用印

を用いてください。 

代理人使用印 

13



入 札 書 

 

令和  年  月  日  

 

 中野市長 あて 

 

入札者 

(法人の場合は所在地、法人名及び代表者名) 

                       〒 

住所 

氏名             ㊞ 

 

（代理人            ㊞） 

 

 私は、下記市有財産売払いの一般競争入札について、売却案内書・現物等を熟覧し、承諾したう

えで下記のとおり入札します。 

 

記 

 

 

入札金額 

 

億 千万 百万 拾万 万 千 百 十 円 

 

入札物件 

物件番号 物件名 所在地 最低売却価格 

４ 旧中野市高丘保育園 中野市大字草間字中原 1501 番１ 1,600,000 円 

 

 

 

【注意事項】 

 ・ 金額の数字は、黒のペン又はボールペンで算用数字を使用し、はじめの数字の前に「金」若

しくは「￥」マークを記入すること。 

 ・ 金額の訂正は行わないこと。 

 ・ 代理人が入札する場合、入札者の住所・氏名（押印不要）を記載するとともに、代理人氏名

を記入のうえ、委任状に押印した代理人使用印を押印すること。 

 ・ 共有名義で申込し入札する場合は、全員の住所・氏名を記載し、押印すること。 
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普 通 財 産 売 買 契 約 書（案） 

 

 売渡人 中野市長 湯本 隆英 （以下「甲」という。）と買受人 ○○○○ （以下「乙」と

いう。）とは、次の条項により普通財産売買契約を締結する。 

 

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

 

 （売買物件） 

第２条 売買物件は以下のとおりとする。 

１ 土 地 

所在地 地目 地積 

中野市大字草間字中原 1501 番１ 宅地 2,678.00 ㎡ 

 

２ 建 物（未登記） 

区分 構造 延面積 建築年 

保育所 鉄骨造カラー鉄板葺平家建 1,048.52 ㎡ S51 

※ 土地に付帯する構造物を含む。 

 

（売買代金） ※土地のみの売却の際には、建物金額及び消費税の記載を削除する。 

第３条 売買代金は、土地金       円、建物金       円、 

合計金       円とする。 

 

うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金   円 

（注）「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法第 28 条第１項及び第 29 条並び 

に地方税法第 72条の 82及び第 72条の 83 の規定により算出したもので、非課税分を除く売 

買代金の 110 分の 10 を乗じて得た額である。 

 

（売買代金の納付） 

第４条 乙は、前条に定める売買代金を、甲の発行する納入通知書の定めるところにより、甲に納

付しなければならない。 

 

 （契約保証金） 

第５条 乙は、本契約締結と同時に、契約保証金として、金       円を、甲の発行する納入

通知書の定めるところにより、納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金は第 18 条に定める損害賠償の予定又はその一部としないものとする。 

３ 乙は、前条の定めるところにより売買代金を納付するときは、契約保証金を売買代金の一部に 
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充当することができる。 

４ 乙は、契約保証金を売買代金の一部に充当しようとするときは、甲に事前に申し出ることとし、 

売買代金から当該契約保証金の額を差し引いた金額を、前条に従い納付するものとする。 

５ 甲は、乙が契約保証金を売買代金の一部に充当しないときは、契約保証金を乙に返還するもの 

とする。この場合、利子は付さないものとする。 

６ 甲は、乙が第４条に規定する期日までに売買代金を完納しないとき又はそのときまでに第 13条

の規定によりこの契約を解除したときは、契約保証金を没収し、なお不足額があるときは、その

不足額を徴収することができるものとする。 

 

 （所有権の移転及び移転登記等） 

第６条 売買物件の所有権は、乙が売買代金全額を納付したとき乙に移転し、甲は売買代金全額の

納付を確認した後、遅滞なく所有権移転登記を行うものとする。この場合の登録免許税及び当該

契約に関する費用は乙の負担とする。 

２ 本物件建物は未登記であるため、所有権移転の前に甲の負担において表題登記及び所有権保存

登記を行うものとする。 

 

 （売買物件の引渡し等） 

第７条 甲は、売買物件の所有権が移転したと同時に、本物件を乙に現状有姿のまま引渡すものと

する。 

２ 乙は、前条第２項の登記完了後の登記記録上の表示をもって、本物件の引渡しを受けることを

承諾するものとする。なお、この場合、本契約書と登記記録上の表示とに差異があったとしても、

乙は売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができないものとする。 

３ 甲は、売買物件内に残存する一切の動産、工作物及び廃棄物等（以下、残置物という。）につい

て、売買物件の引渡しと同時に所有権を放棄し、乙に対しその処分及び利用その他一切の権限を

付与する。 

４ 乙は、残置物の処分に要する費用を甲に請求しないものとする。 

 

 （危険負担） 

第８条 乙は、本契約締結のときから売買物件の引渡しまでにおいて、本物件が甲の責に帰するこ

とのできない事由により滅失又は損傷した場合は、甲に対して、売買代金の減額若しくは損害賠

償の請求又は契約の解除をすることができないものとする。 

 

 （契約不適合責任） 

第９条 甲は、売買物件を現状有姿で乙に引渡すものとし、乙は、本契約締結後、売買物件に数量の

不足その他契約の内容に適合しないことを理由として、履行の追完請求、売買代金の減額請求若

しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができないものとする。ただし、乙が消費者契

約法（平成 12 年法律第 61 号）第２条第１項に定める消費者に該当する場合は、売買物件の引渡

しの日から２年間に限り、乙は甲に対して履行の追完、売買代金の減額若しくは損害賠償の請求
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又は契約の解除について、協議を申し出ることができる。 

 

 （容認事項） ※案件によって、記載内容を変更する。 

第 10 条 乙は、次の事項を確認し、承諾のうえ本物件を購入するものとする。 

２ 本物件は、建築から相当の年数が経過しており、躯体・基本的構造部分や附帯設備等は相応の

自然損耗や経年変化が認められること。設備等の動作確認は行っておらず、引渡し後に自然損耗

や経年変化等を原因として不具合や故障等が判明した場合でも、その補修等の費用は乙が負担す

るものであること。 

３ 本物件のアスベスト使用の有無については不明であること。万一アスベストが含まれていた場

合、廃棄物処理法、建築リサイクル法等により、所有者である乙にアスベストに対する一定の措

置が求められ、解体・改修等の工事を発注する場合に同法による義務が課されること。また、アス

ベストを含む建物解体費用は通常よりも高くなる場合があること。 

４ 本物件の地下埋設物の状況については、調査は行っておらず、地下埋設物の有無については不

明であること。万一、引渡し後に地下埋設物の存在が判明した場合、その除去等の対策費用は乙

が負担するものであること。 

５ 本物件の地盤の状況については、調査は行っておらず、地盤の脆弱性については不明であるこ

と。万一、引渡し後に地盤の脆弱性に問題が判明した場合、その対策費用は乙が負担するもので

あること。 

６ 本物件の土壌汚染の状況については、調査は行っておらず、土壌汚染の有無については不明で

あること。万一、引渡し後に土壌汚染が判明した場合、その除去等の対策費用は乙が負担するも

のであること。 

 

（売買物件の譲渡等） 

第 11 条 乙は、売買物件の所有権を第三者に移転し又はその物件を第三者に貸し付けるときは、第

21 条に定められた用途の制限を、その譲受人又は賃借人に承継させなければならない。 

 

 （違約金） 

第 12 条 乙は、前条に定める事項に違反したときは、売買代金の 100 分の 30 に相当する額を違約 

金として支払わなければならない。 

２ 前項に定める違約金は違約罰であって、第 18 条に定める損害賠償の予定又はその一部としない 

ものとする。 

 

 （契約の解除） 

第 13 条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解除することができる。 

 

 （暴力団員又は暴力団関係者から不当介入を受けた場合における措置義務） 

第 14 条 乙は、本契約の履行に当たり暴力団員又は暴力団関係者から不当要求又は業務妨害等の不

当入を受けたときは、これを拒否し、速やかに所管の警察署に通報して捜査上必要な協力を行う
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とともに、その内容を甲に報告しなければならない。 

 

 （返還金等） 

第 15 条 甲は、第 13 条の規定により本契約を解除したときは、収納済みの売買代金を乙に返還す

るものとする。ただし、当該返還金には利子を付さない。 

２ 乙は、第 13 条の規定により本契約を解除された場合は、乙が売買物件に投じた改良費等の有益

費、修繕費等の必要費、その他の費用があっても、これを甲に請求しないものとする。 

 

 （原状回復義務） 

第 16 条 乙は、甲が第 13 条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに、売 

買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復させるこ 

とが適当でないと認めるときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又は損傷しているときは、契約解除時 

の時価より、減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに、 

本物件の所有権移転登記に必要な書類を甲に提出しなければならない。 

 

 （使用料相当額支払義務） 

第 17 条 乙は、第 13条の規定による契約の解除が行われたときは、甲が別に定める使用料相当額 

算定基準によって、甲から本物件の引渡しを受けた日から本物件を引渡した日までの使用料相当

額を甲の定めるところにより、甲に支払うものとする。 

 

 （損害賠償） 

第 18 条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害に相当す 

る金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

 

 （返還金の相殺） 

第 19 条 甲は、第 15 条の規定により売買代金を返還する場合において、乙が第 12条第１項、第 16 

条第２項、第 17条及び第 18 条の規定により甲に支払うべき金額があるときは、それらの全部又 

は一部を返還金と相殺するものとする。 

 

 （契約の費用） 

第 20 条 本契約に要する費用は、乙の負担とする。 

 

 （用途の制限） 

第 21 条 乙は、売買物件を次の各号に掲げる用途に供してはならない。 

⑴ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第１項

に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第 11 項に規定する接客
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業務受託営業の用途及びこれらに類する営業の用途 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規

定する暴力団その他反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する事務所など

公序良俗に反する用途 

⑶ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第２条に規定する廃棄物を処

理するための用途 

⑷ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）第５条の規

定による観察処分を受けた団体及びその関係者が使用する用途 

 

 （実地調査等） 

第 22 条 甲は、第 11 条及び第 21 条に定める事項について必要があると認めるときは、乙に対し、

所要の報告若しくは資料の提出を求め又は実地に調査することができる。この場合において、乙

は、報告若しくは資料の提出を怠り又は実地調査を拒み若しくは妨げてはならない。 

 

 （公租公課の負担区分） 

第 23 条 本物件に対する公租公課は、第７条の規定により本件財産の引渡し以後における固定資産

税その他すべての公租公課は、乙の負担とする。 

 

 （疑義の決定） 

第 24 条 本契約に関し疑義があるときは、甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

 （裁判の管轄） 

第 25 条 本契約に関する訴訟は、中野市役所を管轄する長野地方裁判所に提訴するものとする。 

 

 上記契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、両名記名押印のうえ、各自その１通を保 

有するものとする。 

 

令和  年  月  日 

               売渡人（甲） 

                住所  長野県中野市三好町一丁目３番 19 号 

 

                氏名  中野市長  湯本 隆英 

 

               買受人（乙） 

                住所 

 

                氏名 
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